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(ただし 、各手当の支給制限に該当する場合、その手当は支給さ れないこと があります。)

のあらまし

☆詳しく は、お住まいの区市町村の各手当担当係までお問い合わせく ださ い。

（ 令和8 年度）

発行　 東京都福祉局子供・ 子育て支援部育成支援課児童手当担当

都内に住所があり 、それぞれの支給要件に該当する児童を養育し ている方に

各手当が支給さ れます。

古紙パルプ 配合率7 0 ％再生紙を 使用し て いま す

石油系溶剤を含まないインキを使用しています



児童手当児童手当児童手当

●高校生年代（ 18歳に到達する日以後の最初の３ 月31日までの間にある） までの児童

※所得制限はあり ません。

●原則と し て毎年、 偶数月に前２ か月分をまと めて支給

　 ２ 月（ 12月から 1月までの分）、 ４ 月（ 2月から 3月までの分）、

　 ６ 月（ 4月から 5月までの分）、 ８ 月（ 6月から 7月までの分）、

　 10月（ 8月から 9月までの分）、 12月（ 10月から 11月までの分）

●認定請求書（ 各区市町村の窓口にあり ます。）

●請求者が被用者（ 会社員等） である場合、 健康保険証利用登録がさ れたマイ ナンバーカ ード 、

　 健康保険の資格証明書、 年金加入証明書の写し など

●請求者及び配偶者の所得証明書（ １ 月１ 日以降に他の区市町村に住所が変わっ た場合）

●請求者の口座番号が確認できるも の（ 通帳等）

●支給要件によっ ては、 他の書類が必要です。

●マイ ナンバーを提示するこ と により 、 省略できる書類があり ます。

●受給者、 配偶者及び児童の住所が変わっ たと き（ 他の区市町村や海外への転出を含む。）。

●受給者が公務員になっ たと き。

　 受給者本人が転出する場合、公務員になっ た場合には、現在の児童手当の受給資格が消滅し ます。

　 転出先の区市町村や勤務先で新たに認定請求書の提出が必要と なり ます。

　 手続が遅れますと 、 遅れた月分の手当が受けら れなく なり ますので、 御注意く ださ い。

●支給対象と なる児童が増えたと き（ 出生、 児童福祉施設等を退所し たなど）。

●支給対象と なる児童が減っ たと き （ 児童を養育し なく なっ た、 児童福祉施設等に入所し たなど）。

●受給者、 配偶者及び児童の氏名が変わっ たと き。

●受給者が結婚（ 再婚を含む） や離婚をし たと き。

●受給者の加入する年金が変わっ たと き 。

　 詳し く は、 区市町村の窓口にお問い合わせく ださ い。

支給要件

支給方法

手続の際、 持参するも の

届出等が必要なとき



●申請書（ 各区市町村の窓口にあり ます。）

●請求者及び支給要件児童の戸籍謄本（ 育成手当）

●支給要件児童の障害の内容がわかる書類（ 障害手当）

●１ 月１ 日現在、 他の区市町村にお住まいだっ た方は当該住所地の区市町村の発行す

　 る 「 所得証明書」（ 所得額、 扶養の状況、 控除額のわかるも の）

●請求者の口座番号が確認でき るも の（ 通帳等）

●支給要件によっ ては、 他の書類が必要です。

●マイ ナンバーを 提示するこ と により 、 省略でき る書類があり ます。

18歳に達する 日以後の最初の３ 月31日までの間にあり 、 次のいずれか

の状態にある児童

●父母が離婚し た児童

●父又は母が死亡し た児童

●父又は母が重度の障害を 有する児童

●父又は母が生死不明である児童

●父又は母に１ 年以上遺棄さ れている 児童

●父又は母がDV保護命令を 受けた児童

●父又は母が法令により １ 年以上拘禁さ れている児童

●婚姻によ ら ないで生まれた児童

20歳未満で心身に障害があり 、 その程度が次のいずれかに該当する 者

●知的障害で「 愛の手帳」 １ ・ ２ ・ ３ 度程度

●身体障害で「 身体障害者手帳」 １ ・ ２ 級程度

●脳性マヒ 又は進行性筋萎縮症

●児童が児童福祉施設等に入所し ている場合

●児童が父及び母と 生計を 同じ く し ている場合（ 育成手当の場合のみ）

●児童が父及び当該父の配偶者又は母及び当該母の配偶者と 生計を 同じ く し ている場合

　 なお、 配偶者には事実上の配偶者を 含む（ 育成手当の場合のみ）。

●請求者の前年（ １ 月から ５ 月までの月分の手当については前々年） の所得が一定以上ある場合

※支給制限に該当したとき、 又は支給要件に該当しなく なったときは、 資格喪失等の届出を行うことが必要です。

　 届出が遅れた場合は、 過払いと なっ た手当を返還し ていただく こ と になり ますので、 御注意く ださ い。

●原則とし て毎年、 ２月（ １０月から１月までの分）、 ６月（ ２月から５月までの分）、

　 １０月（ ６月から９月までの分） に前月分までをまとめて支給

支給要件

支給制限

支給方法

手続の際、持参するも の

児童育成手当児童育成手当児童育成手当

育成手当

障害手当

※児童育成手当は、 区市町村が定める条例等に基づき支給さ れるため、 区市町村により 取扱いが異なる場合があり ます。



18歳に達する 日以後の最初の３ 月31日までの間にあり （ 20歳未満で政令で定める 程度

の障害の状態にある者を 含む。）、 次のいずれかの状態にある児童

●父母が離婚し た児童

●父又は母が死亡し た児童

●父又は母が重度の障害を 有する児童（ ※）

●父又は母が生死不明である児童

●父又は母に１ 年以上遺棄さ れている児童

●父又は母がDV保護命令を 受けた児童

●父又は母が法令によ り １ 年以上拘禁さ れている児童

●婚姻によら ないで生まれた児童

※支給制限に該当し たと き、 支給要件に該当し なく なっ たと き、 及び受給資格を辞退し たいと きは、 資格喪失

　 等の届出を行う こ と が必要です。 届出が遅れた場合は、 過払いと なっ た手当を返還し ていただく 場合があり

　 ますので、 御注意く ださ い。

支給要件

支給制限

児童扶養手当児童扶養手当児童扶養手当

〔 児童扶養手当の一部支給等について〕

　 児童扶養手当は、 受給資格者本人の所得が全部支給の所得制限限度額以上の場合は、 一部支給となります（ 受

給資格者本人の所得が一部支給の所得制限限度額以上の場合、 又は扶養義務者等の所得が所得制限限度額以上

の場合は支給停止となります。）。

　 また、 以下の場合も手当の全部又は一部が支給停止となります。

（ 1） 手当の受給資格者となってから５ 年等経過後に、 受給資格者やその親族の障害・ 疾病等により就労が困難な事 

情がないにもかかわらず、 就労意欲が見られない場合は所得及び児童の数により計算された支給手当額の２ 分の

１ の支給となる可能性があります。 手当の受給資格者となってから５ 年等経過する年の現況届の際に、 お住まいの

区市町村から「 児童扶養手当の受給に関する重要なお知らせ」 が送付されます。 その案内にしたがって、 就労をし

ている等の届出の手続をすることにより、 ５ 年等経過後も、 経過前の月と同額の手当を受給することが可能となり

ます（ 所得の状況や家族の状況等に変更があった場合は、 この限りではありません。）。

（ 2） 受給資格者又は児童が、 公的年金給付や遺族補償等を受けることができるとき。 又は、 児童が、 父又は母に

支給される公的年金給付の額の加算の対象となっているとき。

※障害基礎年金等を受給している方は、 児童扶養手当の額が障害年金の子の加算部分の額を上回る場合、 その

差額を受給できます。

●児童が里親に委託さ れている場合

●児童が児童福祉施設等に入所し ている場合

●児童が父及び母と 生計を 同じ く し ている場合（ 父又は母が障害による受給を 除く 。）

●児童が父又は母の配偶者　（ 事実上の配偶者を 含む。） に養育さ れている場合

●請求者又はその扶養義務者等の前年（ １ 月から 10月までの月分の手当については前々年）

　 の所得が一定以上ある場合

●請求者又は児童が日本国内に住所を 有し ない場合

（ ※） 父障害の場合、受給資格者は母又は養育者
 母障害の場合、受給資格者は父又は養育者



●認定請求書（ 各区市町村の窓口にあり ます。）

●請求者及び児童の戸籍謄本

●世帯全員の住民票の写し

●１ 月１ 日現在、 他の区市町村にお住まいだっ た方は当該住所地の区市町村の発行する

　「 所得証明書」（ 所得額、 扶養の状況、 控除額のわかるも の）

●口座振替依頼書（ 各区市町村の窓口にあり ます。）

●請求者の口座番号が確認できるも の（ 通帳等）

●支給要件によっ ては、 他の書類が必要です。

●マイ ナンバーを提示するこ と により 、 省略できる書類があり ます。

手続の際、持参するも の

●住所を変更し たとき。

　 ※住所を変更し たときは、１４日以内に、住所変更の届出を行ってく ださい。また、都道府県等（ 区市を含む。）

　 　 の区域を超えて住所を変更するときは、 児童扶養手当は、 あらかじ め住所変更の届出を行ってく ださい。

　 　 児童育成手当は、 都内の他区市町村に住所を変更し た場合には、 新たに申請手続きが必要です。

●受給資格者又は児童が、 公的年金給付や遺族補償等を受けることができるとき、 又は、 児

　 童が、 父又は母に支給さ れる公的年金給付の額の加算の対象となっているとき（ 児童扶養

　 手当のみ）。

●氏名を変更し たとき。

●児童の数に増減が生じ たとき。

●支給制限に該当し たとき。

●支給要件に該当し なく なったとき。

●受給資格を辞退し たいとき。

　 　 　 詳しく は、区市町村の窓口にお問い合わせく ださい。

●原則と し て毎年、 奇数月に前2か月分をまと めて支給

　 １ 月（ 11月から 12月までの分）、 3月（ 1月から 2月までの分）、

　 ５ 月（ 3月から 4月までの分）、 7月（ 5月から 6月までの分）、 

　 ９ 月（ 7月から 8月までの分）、 11月（ 9月から 10月までの分）

支給方法

児童扶養手当児童育成手当 児童扶養手当児童育成手当 児童扶養手当児童育成手当及び 共通

届出が必要なとき



手当額・ 所得制限手当額・ 所得制限手当額・ 所得制限
※所得と は、 年間総収入額（ 税込み） から 給与所得の場合は給与所得控

除を 、 事業所得など の場合は必要経費を それぞれ引いた額です。 その

他各種控除等があり ます。 詳し く は、 区市町村の窓口にお問い合わせ

く ださ い。

（ 令和8年度）

児童手当
対象年齢 手当額（ 月額）

3 歳未満（ 1 人につき ） 第 1 子、 第 2 子： 15 ,0 00 円　 　 第 3 子以降： 30 ,0 00 円

3 歳～高校生年代（ 1 人につき ） 第 1 子、 第 2 子： 10 ,0 00 円　 　 第 3 子以降： 30 ,0 00 円

( 注 ) 所得制限はあり ません。

児童育成手当
手当の種類 手当額（ 月額）

育成手当 1 人につき 　 13 ,5 00 円

障害手当 1 人につき 　 15 ,5 00 円

所得制限限度額（ 育成手当・ 障害手当　 共通）

扶養親族等人数 所得制限 扶養親族等人数 所得制限

0 人 366 .1 万円 3 人 480 .1 万円

1 人 404 .1 万円 4 人 518 .1 万円

2 人 442 .1 万円 5 人以上 1 人につき 38 万円加算

( 注1) 所得が所得制限限度額以上の場合、 児童育成手当は支給さ れません。
( 注2 ) 上記の所得制限限度額は、 令和7年6月以後の月分の手当の支給について適用さ れます。

児童扶養手当
手当額（ 月額）

全部支給 48 ,050 円 第 2 子以降　 1 人につき 　 11 ,3 50 円加算

一部支給 48 ,040 円～ 11 ,340 円 第 2 子以降　 1 人につき 　 11 ,3 40 円～ 5 ,680 円加算

所得制限限度額

扶養親族等人数
受給資格者本人 配偶者／

扶養義務者／
孤児等の養育者全部支給 一部支給

0 人 69 万円 208 万円 236 万円

1 人 107 万円 246 万円 274 万円

2 人 145 万円 284 万円 312 万円

3 人 183 万円 322 万円 350 万円

4 人 221 万円 360 万円 388 万円

5 人以上 1 人につき 38 万円加算 1 人につき 38 万円加算 1 人につき 38 万円加算

( 注１ ) 受給資格者本人の所得が「 全部支給」 の所得制限限度額以上の場合は、「 一部支給」 と なり ます。
( 注２ ) 受給資格者本人の所得が「 一部支給」 の所得制限限度額以上の場合は、 支給停止と なり ます。
( 注３ ) 配偶者・ 扶養義務者・ 孤児等の養育者の所得が所得制限限度額以上の場合は、 受給資格者本人の所得にかかわら ず、 支給停止と なり ます。

（令和8年改訂版）
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